
救急医療施設のあり方についての提言

医 療 を う け る 一 般 の 人 々 か ら す れ ば ， す べ

て の 症 状 は 救 急 で あ り ， す べ て の 疾 病 が 重 症

で は と 考 え ， 一 刻 も 早 く 医 師 の 手 に ゆ だ ね た

い と 切 望 す る 。 そ の 意 味 か ら す れ ば ， 救 急 医

療 は 「医 の 原 点 」 で あ る と い え る 。 従 っ て ，

救 急 医 療 体 制 の 整 備 ・ 充 実 は ， 地 域 医 療 体 制

全 般 の 中 で も 卮 も 強 く 望 ま れ る 分 野 で あ り ，

その対応にあたっては，地域医師会，行政機

関 ， 地 域 住 民 の 柤 互 理 解 と 協 力 を 基 礎 と し た

積 極 的 な 取 り 組 み が 必 要 で あ る 。 一方 ， 国 民

の救急医療に対する意識の高度化により，救

急 医 療 の 質 的 な 充 実 が 求 め ら れ て お り ，ま た ，

人 口 の 高 齢 化 ， 疾 病 構 造 の 変 化 に よ り ， 救 急

現 場 搬 送 途 上 で 呼 吸 ・ 循 環 管 理 を 必 要 と す る

患 者 が 増 加 す る な ど ， そ れ ら の 患 者 に 対 す る

医 療 の 確 保 が 重 要 と な っ て き た （ 図 １ ）。

現 行 の 救 急 医 療 体 制 は ， 搬 送 体 制 の 充 実 ，

救 急 患 者 受 け 入 れ 医 療 機 関 の 整 備 ， 楠 報 シ ス

テ ム の 構 築 と ， 年 々 ， 整 備 ・ 充 実 が 図 ら れ て

き て は い る か ， な お 初 期 ， ２ 次 ， ３ 次 救 急 医

療 施 設 間 の 連 携 問 題 ， 広 域 救 急 へ の 対 応 ， 多

発 性 外 傷 等 特 殊 疾 病 へ の 対 応 ， ヘ リ コ プ タ ー

活 用 問 題 等 ， 新 た に 対 応 す べ き 問 題 が 統 出 ，

山積している状況にある。

か ね て よ り 日 本 医 師 会 は ， 会 内 に 救 急 災 害

医療対策委員会を設置し，わが国の救急医療

の あ り 方 に つ い て の 検 討 を つ づ け ， 常 に 先 進
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図1　 救急搬送人員と高齢者搬送人員の推移

(昭和59年～63年)

一東京消防庁　中根資料一

的提言を行って来た。そこで今回は，本委員

会の報告書にある救急医療施設の在り方につ

いての提言を中心に述べ，諸賢の参考に供し

たいと思う。

まず，現在とくに問題点として取り上げな

ければならないのは，２次病院群輪番制の将

来的あり方についてである。２次病院群輪番

制は，２次救急医療体制の中核として，地域

内の病院昨が共同で輪番方式により休日・夜

間の人院治療を必要とする重症救急患者の医

療を確保するものである。本事業は，昭和52

年７月６日医発第692号厚生省医務局長迦知
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「救急医療対策の整備事業について」に示さ

れた「救急医療対策実施要綱」に基づいて実

施されているものであり，医師会病院等が休

日・夜間に病院の一部を開放して実施する

「共同利用型病院方式」とあわせて２次救急

医療体制を支えている。現在病院群輪番制で

は２次救急医療を実施している市町村は大略

3､000で，全国的実施率はほぽ80％強である。

まず，この問題を論ずるにあたって２次病

院群輪番制と救急告示医療機関制度との関係

について述べておく必要がある。

救急告示医療機関制度は，昭和39年に制定

された「救急病院等を定める省令」により実

施されてきた制度であり，その背 景には昭和

30年代後半から急増した交通事故や労災事故

による外傷患者があり，主として外科系救急

患者を対象にした救急医療体制ということが

できる（表１）。平成２年４月１日現在で救

急告示医療機関は5,604 施設であり（救急告

示病院4,303 施設，救急告示診療所1,301 施

設），過去25 年問の経過とともにわが国の救

急医療体制の中に深く根をおろしている。

しかし，人口の高齢化や核家族化の進行に

伴い，特に内科系，小児科系の疾患に係る救

急医療体制の整備が要請され，従来の外科中

心の救急告示医療機関制度は現状にあわなく

なり，昭和62年の省令の一部改正により，外

科系のみならず内科系の救急忠者にも広く対

応できるように見直しが行われた。すなわち，

わが国の２次救急医療は，地域によって異な

るものの，一般的には救急告示医療機関が平

日の昼間を担当し，原則として休日・夜間は

２次救急医療施設が担当するという変則的な

しくみになっている。いうならば，２次病院

群輪番制は，救急告示医療機関制度の補完事
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業的な色彩を もっている。 そして自治省消防

庁調査によると，昭和63 年 度において救急患

者 の約77.6 ％ が 救 急 告 示 医 療 機 関 へ， 約

22.4 ％が その他の医療機関へ搬送されている

ことが報告されている（（図２，表２）。

救急患者に対 応する救急 告示 医療機関制度

は，24 時 間365 日 稼 動 しなけ ればならない義

務付けがあり，休日・夜闘のみに対 応する２

次病 院群 輪番 制 との間 に大 きな 述い が みら

れ，その意味では次のような問題点 が指摘さ

れている。すなわち，現状 では救急 告示 医療

機閇制度とあ わせ て常時対 応の形になってい

るが，一方が資格 条件をみたす医療 機関の希

望により，都道府 県知 事が官 報に告示するの

に対し， 他方 は全 国的な厚生 省の補助事業で

ある。

すなわち全く異 なる２つ の制度が 混在する

ばかりでなく， 各々に参加 する医療 機関も必

ずしも同 じで はない。 この ように， ２次救急

医療 が２系統で実施 されてい ることは， ２次

救急医療体制全般 に混乱 を生 じる原囚となる

ものと思 われ，解 決しなけ ればならない 大き

な問 題である。 また，昭和52 年 の「救急医療

対 策事業実施要綱」に より， わが国 の救急医

療 体制は初 期 （１次）， ２次， ３次 に分けら

れているの は周知 のこ とであ る （図 ３）。こ

のうち ３次救急医療については，救命救急セ

ンター等の医療機関が担当 してお り，集中治

療 を必要 とする重 症救急忠 者 を取 り扱 うとい

う点て明確にその対応すべ き範囲が定められ

てい るが （図 ３），一方， １次救急 医療 につ

いては，平日の昼間は一般開業医や救急 告示

医療機関が担 当し，休日・夜間等は休日夜問

急忠 セン ターや在 宅当番医 制，救急 告示医療

機関が担 当してい る。 １次救急医療 とは主と
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して外来診療のみで対応可能なもの，２次救

急医療とは入院治療を必要とするもの，とさ

れているが，両者はしばしば結果的に分かれ

るのであり，その対応すべき範囲は必ずしも

明確ではない。すなわち，１次と２次の別は

受診する患者側に区別がなく，医療機関の対

応能力によって分かれているものである。そ

れ故，２次救急医療のみを行う医療機関は現

実にはきわめて少なく，２次救急医療施設は

１次救急医療もあ わせ行っている。このため

概念的には１次と２次の区別が明瞭であるに

もかかわらず，運用面でははなはだ不明瞭と

なっている。このことは，１次救急患軒が直

接２次救急医療施設に来院するため，重症忠

者への対応に支障をきたすという問題が出る

一方で，１次と２次を現状のように区別する

必要が果たしてあるのかという疑問を生じる

原囚ともなっている。また救急告示医療機関

には,その施設設備に一定の基準が設けられ，

かつ３年毎の更新制度によりある程度の実績

の評価もされるようになっている。これにひ

きかえ２次救急医療施設には，厚生省の補助

事業であるにもかかわらず明確な資格要件が

設けられていないのも問題であり，早急に解

決がのぞまれる問題である。

その他の問題点として，日本医師会救急災

害医療対策委貝会が行ったアンケート調査結

果から追加すると,その１は,医師，看護婦等

の医療従事者の確保が困難なことであり，財

政的援助の少ないことが大きな原因として挙

げられている。その２は,私的医療機関が積極

的に協力しているのに対して公的医療機関の

表１　救急病院等を定める省令

〔昭和三十九年二月二十日
厚 生 竹 令 第 八 廿

〕

消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第九項の規定に基づ き。救急病院等を定める省令

を次のように定める。

救急病院等を定める省令

（医療機関）

第一条　消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第九項に規定する救急隊により搬送される

傷病者に関する医療を担当する医療機関は，次の基準に該当する病院又は診療所であって，その開

設軒から都道府県知事に対して救急業務に関し協力する旨の申出があったもののうち，都適府県知

事が，当該病院又は診療所の所在する地域における救急業務の対象となる傷病者の発生状況等を勘

案して必要と認定したもの（以下「救急病院」又は「救急診療所」という｡） とする。ただし，疾

病又は負傷の程陵が軽易であると診断された傷病者及び直ちに応急的な診療を受ける必要があると

認められた傷病者に関する医療を担当する医療機関は。病院又は診療所とする。

一　救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事していること。

ニ　 エックス線装置，心電計，輸血及び輸液のための設備その他救急医療を行うために必要な施設

及び設備を有すること。

三　救急隊による傷病軒の搬送に容易な場所に所在し，かっ，傷病者の搬入に適した構造設備を有

N０.23 1991(冬季) ９ －



すること。

四　救急医療を要する傷病者のための専川病床又は当該傷病者のために優先的に使用される病床を

有すること。

２　前項の認定は，当該認定の日から起算して三年を経過した日に，その効力を失う。

(告示)

第二条　部道府県知事は，前条第一項の申出のあった病院又は診療所であって，同項各号に該当し，

かっ。当該病院又は診療所の所在する地域における救急業務の対象となる傷病者の発生状況等を勘

案して必要と認定したものについて，救急病院又は救急診療所である旨，その名称及び所在地並び

に当該認定が効力を有する期限を告示するものとする。

２　都道府県知事は，救急病院又は救急診療所が前条第一項各号に該当しなくなったとき又は同項の

申出が撤回されたときは。その旨並びにその名称及び所在地を告示するものとする。

(施行期日)

Ｉ　この省令は，昭和六十二年二月一日から施行する。

(経過措置)

２　この省令の施行の際現に改正前の第一条の規定による救急病院又は救急診療所である病院又は診

療所については。この省令の施行の日から三乍間は，なお従前の例によることができる。

関与が少ないことが挙げられている（図４）。

このように，２次病院群輪番制はいくつかの

問題点をかかえているが，わが国の救急医療

体制の中核として機能していることは事実で

ある。

従って，２次病院群輪番制の存続の是否も

ふくめて，わが国の救急医療機関の将来的あ

り方についてはさらに検討を進めなければな

らないが，報告書では次のような考えを述べ

ている。すなわち，前にも指摘した通り，２

次救急医療の対応すべき範囲が実際の運用に

あたって不明瞭であり，全ての２次救急医療

施設が１次救急患者もあわせて受け入れてい

る現状から考えて，救急医療体制を現在の３

段階から２段階にすべきだとする意見があ

る。この考え方は，集中治療を要する重症救

急患者を専門に収容する救命救急センターな

ー

どの施設と，それ以外の一般救急忠者に対応

する施設に区分するもので，システム上はよ

りシンプルになると考えられる。しかしなが

ら，公的大病院が救急医療を支える米国など

10 －

図２　救急告示医療機関に対する搬送割合

（昭和63年中）

一資料：平成元年版救急・救助

の現況（消防庁）－

消防科学と情報



表２　病院の開設者別救急告示の状況

(平成２年４月１日現在)

区　　　 分 総　 数

1司　　　　　　 立

労働福祉
事業団等

国に準ず
る病院

自治体立 公　　的 私　　的
厚　　 生　　 省

その他
国立病院

病　　　　 院 8.940 89 19 80 38 1,014 427 7,273

告 示 病 院 数 (1,301)
4,303

87 19 33 15
（　6 ）

670
331

(1,295)
3,148

比　 率（％） 48.1 97.8 100 41.3 39.5 66.1 77.5 43.3

一 資料：厚生省救急医療体制検討会－

（注）I.病院数は昭和63年10月日医療施設調査による一般病院数である。

2. 病 院数のうち国立及び国に準ずる病院については，結核，精神療養所等を除いた。

（ただし，杵示している療養所を含む｡）

3. 告示病院数の（　）は告示診療所の別掲である。

と異なり，わが国で は中小 の私的医 療機関が

救急医療 を支 えてお り， １次救急 にしか対応

できない医療 施設 も多い。しか しながら一方，

地域 によって は， ２次救急医療 施設が ３次救

急医 療施 設的色彩 を もち，2.5 次 救 忽医療施

設 ともい うべ き機 能を果 たしてい る地域 もあ

り， １次 から ２次への 連携が円滑 に行われ，

２次救急医療施設が本 来の 機能 を発抑 してい

る地域 もある。

このよ うな現状 をもとに 考え ると， ２次救

急医療体制 を１次救急医療体制 と統 合するこ

とは，大 都市部においては問越がないと思 わ

れるが，人都市部以外ではかえって混乱 を招

く恐 れがある。従って，当 而は ２次救急医療

体制 を維持し， ２次病 院俳 輪番 制を２次救急

医療体制の 「要」 として位 置づけていく必要

があろ う。

救急医療体制が ２系統で行 われ，現場で混

乱 を呈 してい る こと は先 に述べ た通りであ

り，救急 医療 体制の一本化が各方而から求め

られてはいるか，具体的な一本化の方法につ

いては， さらに深く検討する必要がある。
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日本医師会救急災害医療対策委員会は，救

急告示医療機関制度を現行の初期～３次救急

医療体制に組み入れることにより，将来的に

は統合されていくことが望ましいと考えてい

る。そのためには告示医療機関を１次と２次

に区分し，それぞれの体制へ組み入れる必要

がある。そうすることにより２次病院群輪番

制が本来の姿である，24 時問，365 日救急医

療に対応可能な制度として定着するものと考

えられる。このとき公的医療機関は，積極的

に２次救急医療施設として参画する自覚をも

つべきであり，地域医療の確保のために有力

な資源となるはずである。また，２次病院群

輪番制が真に国民の生命を守る体制として機

能するためには，各２次救急医療施設が一定

基準以上の救急医療への対応能力を備えてい

なければならない。そのためには，国で定め

る何らかの資格要件を義務づける必要があ

る。 具体的な要件については，さらに検討の

余地があるが，現在救急告示医療機関に求め

られている要件が一応の目安となり，少なく

ともこの程度以上の要件を満たしていること



(休日夜間）

第二次救急医療施 設

・病院俳 輪播制痢院

・共同 利川型病 院

初 闡 救 急 医 耀 施 設
(内抖、小児抖、外糾)

(24 時間)

(24 時川)

第三 次救急医療施 設
(救 な救急セン ター)

〔359 地 区 〕

〔15 地 区 〕

・休日 夜川 急患セン ター〔496 か所〕

・ 血宅当 界医 制　　 〔726 か所〕

１（注1）〔　〕､書は､平成２年度

１　　 連営予定か 叫（地区 ）数

回注２厚生竹救急医療休制検
１

‐

－

‐

－

討会資料による

一 一

(104 か所)

救 急患者、救急車

図３　救急医療体制図

〔31 か 所 〕

(24時間)

救急告示病院

〔2.4.1現在4,303 か所

(24時間)

救 急告 示 診療 所

1
1
1
1

一

〔2.4.1現在1,301か所）

－ 一 一 － .1

表３　救 急 医 療 施 設 の 分 類

初期救急医療施設……地区医師会が在宅当番により休日・夜間において診療を行う在宅当番医制と地

方公共団体が設置する休日夜間センター

２次救急医療施設……複数の病院が交替で休日夜間における診療を行う病院群輪番制病院と医師会立

病院等が，休日夜間に病院の一部を開放し，地区医師会の協力で診療を行う共

同利用型病院

３次救急医療施設……救命救急センター

が望ましい。また，救急告示医療機関と同様

に更新制度も取り入れる必要があろう。ただ

地域によっては，あまり資格要件を厳しくす

ー 12

ると ２次 救急医療 施設 に該 当する病 院が不足

して，輪番制を組 むことが 困難となり，実|祭

の迎用上 に支障を きたすことも危惧 されるの

一　　　　　　　　　　　　　　　　 消防科学と情報



で，細部においては地域特性も考

慮にいれた基準作りも必要があろ

う。また，搬送手段を迅速化する

国立

公辺　公的　　　　 私的病院　　　 私的診療所

救片医雄機関 77.6％

3.5　　　　　　　　　　　　　　　　　4.9

ことにより地域医療圏を広くして　　22.4
％

2次救急医療体制を確保すること　　　　　　　　　4.9　3.2

も対策の１つとなろう。

さて一方，厚生省に設雌された

救急医療体制検討会（浅野献一座

長）は，21 徙紀にむけての救急医

合 計 59.4　　　　 100.0 ％

3.9

図４　医療機関別搬送人員の状況（昭和63年中）

一資料：平成元年版救急・救助の現況（消防庁）－

療体制の充実方策についての検討を先般取り

まとめたが，その中で現状の問題点として，

基本的な救命処世体制が不十分であること，

高次救急医療施設への軽症患者の集中等をあ

げ，現行体制の見直しが必要であるという認

識を示している。

その要旨を述べると，まず初期救急医療体

制は量的には概ね充足してきたが，救急医療

施設の地域的偏在，救急診療の空白の時間帯

があること。また，救急告示診療所の診療体

制にも改善すべき部分があり，その地域にお

いてすべての救急患軒に対して基本的救命処

置に対応できる体制が十分とはいえないこと

(表４)。２次救急医療体制は，病院群輪番

制病院，共同利用型病院によりほぽ全国をカ

バーするまでになったが，地域によっては輪

番に参加する病院の数が隕られており，少数

の病院に過重の負担になって救急患者の診療

への影響が危惧されていること。また，平目

の通常診療体制から夜間診療体制にかわる17

時は，２次救急医療施設は11 ％，救急告示病

院は約5.5 ％しか救急患者を受け入れておら

ず，２次救急医療体制が十分でない地域があ

ること( 表５)。　３次救急体制は，救命救急

センターが概ね人口100 万人に１ヵ所を基準

に整備が進められているが，そのカバーする

N ０.23 1991(冬季〉

範囲がかなり広いところがあり，地域によっ

ては高次救急医療のニーズに十分応えていな

いところがある。 また，救命救急センターの

救急患軒の約65 ％が入院を必要としない幡症

患者であることからも分かるように，高次救

急医療施設としての本来の機能を十分果たし

ているとはいえないとし（表６），救急医療

施設の体系的整備のために初期，２次，３次

救急医療体制，救急告示制度見直しを地域医

療計画との整合性をもたせ て考えることに

よって初間，２次，３次の救急医療体制を入

院医療の概ね完結する２次医療圈ごとに位雌

付け，その地域での中核となる救命救急セン

ターを設置することを考えている。 また，中

毒，重度熱傷，指肢切断等の高度専門的な診

療を要する忠者の治療を行なう特殊救急診療

施設を，全国10程度の広域ブロックごとに。

「広域救命センター」として整備していく必

要を述べ，そのセンターには，忠者搬送の機

助力を確保するため,救急医療ヘリコプター，

ヘリポート及び広域救急医療情報センターの

整備を提案している。また，救急医療告示医

療機関については，人的，設備的要件の見直

しを図り，２次医療圏ごとに初期，２次，又

は３次の救急医療体制のいず れかに位置付

け，24時間体制の救急医療を確保する必要性

－13 －



休　　日

表４　救急患者受入機関可能率（初期救急医療施設）

(単位　 ％)

体　　 制　　 分　　 担 Ｏ時 ３時 ６時 ９時 12時 15時 18時 21時

休日夜問急忠センター・

在宅当番医制（当番）診療所
7.7 7.7 15.4 76.9 76.9 76.9 23.1 15.4

枚　急　告　示　診　療　所 50.0 50.0 50.0 75.0 75.0 75.0 50.0 50.0

平 川夜闘 (単 位　％)

体　　 制　　 分　　 担 Ｏ時 ３時 ６時 ８時 17時 18時 21時 23時

休日夜問急患センター・

在宅当番医制（当番）診療所
25.0 25.0 25.0 37.5 0.0 25.0 25.0 12.5

救　急　 告　示　診　療　所 50.0 50.0 50.0 75.0 0.0 25.0 50.0 -50.0

一一平成元年12月　厚生省救急医療体制実態調査によるー

休　日

表５　救急患者受入機関可能率（二次救急医療施設）

(単位　 ％)

体　制　分　担 Ｏ時 ３時 ６時 ９時 12時 15時 1時 2塒
刑院群輪番（当番）・

協　同　利　 用　型　 病　院
88.2 88.2 88.2 97.1 94 』 94.1 85.3 85.3

枚　 急　 告　 示　 病　 院 89.2 89.2 89.2 93.2 93.2 91.9 93.2 93.2

平 川夜川 (単位　％)

体　　 制　　 分　　 担 Ｏ時 ３時 ６時 ８時 1塒 18時 21時 23時

病 院群輪番（当番）・

協　同　 刊　用　型　病　 院
94.4 94.4 94.4 100. 11.1 83.3 100. 100.

救　 急　 告　 示　 病　 院 90.5 90.5 91.9 100. 5.4 58.
1

93.2 93.2

一 平成元年12月　厚生省救急医疲体制実態調企によるー

を強調している。このほか，報告書ではスー　　ての意見を述べている。そしてまとめとして

パー救急センターの設置，楠神科救急，周産　　21世紀に向けて救急医療体制を充実していく

期救急の充実，へき地医療の確保及叭患者搬　　ために，財政的な面で思い叨った措置を講じ

送体制について，とくに搬送途上等の医療の　　るとともに，救急医療体制の検討，定期的な

確保についての体制の整備の緊急性等につい　　見直し等を行なう常設の審議機関を設置する

14 － 消防科学 と楠報



表６　救命救急センター受診患者数

人口規模別 施 設 数 患 軒 数
1施設当たり

患　 者　 数

症 状 の 程 度（率）

軽　症 中等症 重　症 不　明

100 万 人 未満
か所
74

人
3.149

人
42.6 67.0 ％ 14.3％ 9.4 ％ 9.3 ％

100～200万 人
未満

８ 349 43.6 34.8 ％ 9.5 ％ 5.7 ％

200 万 人以上 15 767 51.1 48.8％ 16.3％ 34.9％

東 京 祁IS二部
(叫掲)

６ 466 77.7 30.3％ 20.8 ％ 48.9 ％

全　 施　 駿 97 4,265 44.0 65,2％ 14.3％ 13.7 ％ 6.8 ％

一平成元年12月　厚生省救急医療体制実態調査によるー

（注目　患者は平成元年12月17（日）午前0時から12月18日午後12時までの48時間の患者数である。

２　吸症とは，初診の際に３週間以上の入院が必要と診断された場合，軽症とは，人院の必要がな

いと診断された場合，巾等症とは，それ以外の場合である｡

必 要があ るとむすんで いる。　　　　　　　　　　 変化， 医学・医 術の進歩を背景に，救急医療

こ の委 員会報告 をうけ， 厚生 省は，救急医　　 需要の増大， 高度・専門的救急 医療，初期，

療体 制の 充実 強化 のため， 平成 ３年 度を21 世　　 ２次， ３次救急医療 施設問の機能分担，連携

紀 に向けて の救急医療 体制整備の初年度とし　　 等解決を要する問 題を， 多く抱えた状況が工

て位置付 け，特 に緊急 を要する救急 現場 及び　　 スカレ ートして いることは まちがいない。

搬 送途上｡に おける救急医療 の充実を中心 に救　　　 そのため， 現在各都道府県では，地域医療

急 医 療体 制の 整備 につい て の予 算要 求 を行　　 計画の策定， 推進の中において，救急医療体

い， 初期， ２次， ３次 救急 医療 体制の拡 充整　　 制の現状分析を基礎として， 整備・充実のた

備として，休 日夜 間急患 セン ター病 院群輪番　　 めの諸施策が推 進されて いるはずである。

制病 院， 救命救急 セン ター等における救急忠　　　 また， 中央におい ては，厚生省に「救急医

者の受 人れを円滑 に行なうため， 初期体制と　　 療体制検討会」 が， 自治省消防庁に は「救急

して の休 日夜 間急患 セン ター496 ヵ 所 →500 カ　　 業務の将来像を考える懇話会」が設 置され，

所に， 在宅当 番医 制726 地 区 →727 地 区 に， ２　　 それぞれの立場から将来的あり方について検

次体制として病院群輪番制病院359 地 区 →363　　 討が進められている。

地区に， 共同利用型病 院15 ヵ 所→16 ヵ 所 に，　　　 終りに， 救急 医療体制の円滑な実施は，搬

３次体制として救命救急セ ンター92 ヵ 所→97　　 送，受 け入れ医 療機関， 情報シ ステ ムの ネッ

カ所，救急医学情報セ ンター31 ヵ 所→32 ヵ 所　　 トワ ーク化とともに，医師会， 行政機関，地

の拡充整備を計画している。　　　　　　　　　 域住民の相互理解と協力が非常 に重 要なこ と

以上， わが国の救急 医療における医療機関　　 であり, 各 関係機 関が 横のつ ながりをもって，

の在り方につ いて，日本医師会救急災害医療　　 同じ土俵に上って， 国民医療のため に良 質の

対 策委 員会 の 見解 を中 心に 累々述べ て きた　　 救急医療確保のために努力すべ きものであ る

が，今後さらに，高齢化の進展，社会構造の　　 こ とを。この際重ねて強調してお きたい。

Ｎ０.23　1991（冬季）　　　　　　　　　　　　　－15－
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